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【【ははじじめめにに】】  

災害後の復興支援や国際開発協力事業などにおいて、

様々な目的で調査が行われる。事業開始時におけるベ

ースライン調査では活動対象地域のニーズや状況把握

を行い、中間調査、最終評価では進捗状況の把握や事業

の質の評価を行う。このような調査は活動内容全体を

網羅するよう構成されており、事業の規模によっては

質問数が 100 項目以上、対象世帯数が数 100 件となり、

莫大なデータを取り扱うことが多い。これまで日本赤

十字社（以下、日赤）は様々な国で事業を展開してきた

が、質問項目を紙に印刷し、調査時に記入するという紙

運用での調査が主体であった。しかし、このような調査

では用紙やインクの調達が必要となり、印刷などの準

備に時間を要する上、大量の質問紙を現場に持参する

必要があった。紙運用のデータ収集では現場で記載し

た内容を改めて手入力する必要があり、時間がかかる

上、入力間違いにつながる 1)と言われる。Sustainable 

Development Goals の達成度の評価においても、正確な

データをもとに調査結果を分析し、根拠に基づいた評

価を行うことが適切な支援に繋がる 2)とされ、データの

信頼度の向上は人道支援における課題の一つであり、

近年その方法が模索されている３）。 

日赤は 2017年よりバングラデシュ南部避難民支援事

業として医療支援活動を開始し、2018 年 6 月よりそれ

までの活動と並行して地域保健活動を開始した。活動

開始に伴い同年８月にベースライン調査を実施したが、

本調査では、国際赤十字赤新月社連盟（以下、IFRC）の

協力のもと、携帯端末を用いたデータ収集（Mobile 

Data Collection、以下、MDC）を行った。これまで平穏

時における調査を通し、MDC は紙運用と比較し、データ

の信頼性やロジスティクス、時間短縮といった点で効

果的である 4)5)ことは述べられてきたが、発災時など著

しく状況が変化する中での MDC の有用性や調査結果の

事業への反映については言及されてこなかった。本調

査を通し、災害時など緊急事態における調査や事業へ

のタイムリーな反映という点において MDC は有用性が

高いと考えたため、その取り組みや課題について報告

する。 

 

【【11..倫倫理理的的配配慮慮】】  

 本調査は Bangladesh Medical Research Council の

承認を取得し（手続き上取得が完了したのは 2019 年 3

月）実施した。調査開始時には回答者に調査への協力が

可能かを確認し、同意が得られた場合のみ調査を行っ

た。調査で得た情報は場所や個人が特定されないよう

匿名化した。 

 

 

【【22..MMDDCC のの概概要要】】  

 MDC は携帯端末（以下、スマートフォン）を用いて質

的・量的データを収集する方法で、近年、被災地や難民

キャンプなどでのプライマリーデータの収集に用いら

れている。本調査で使用した MDCツールは KoBo toolbox

（以下、KoBo）である。KoBo は開発途上国や災害発生

時など人道の危機的状況において信頼できるデータを

迅速に収集し、ニーズに合致した支援につなげる目的

で、OCHA を始めとした多数のパートナーからの助成金

と寄付を受けている。そのため、他の MDC ツールと異

なり、人道支援における調査では無制限で無料で使用

することができる。 

 KoBo の使用手順は、①質問項目の作成、②パソコン

上で KoBo アカウントを作成し質問項目を登録、③スマ

ートフォンに KOBO collect アプリをダウンロードし、

登録した調査項目をアプリにアップロード、④調査当

日アプリを開いて直接入力した後に保存、⑤Wi-Fi 環境

下で保存したデータを送信する。データは KoBo ダッシ

ュボードに収集された後自動的にグラフ化もしくは一

覧化される。オリジナルデータやグラフはアカウント

情報があれば誰でも閲覧できるシステムになっている。 

 

【【33..方方法法】】  

1) 調査概要 

① 調査期間：2018 年 8 月、約 2 週間 

② 調査世帯数：384 世帯（地域保健活動の全対象人

口：1928 世帯、8412 人） 

③ 調査方法：システマティックサンプリング 

④ 調査者：南部避難民事業に従事するバングラデシ

ュ赤新月社（以下、バ赤）のスタッフ 10 名（うち

2 名は日本赤十字社の事業専属） 

⑤ 質問項目：75 問（基本属性、赤十字基本原則、感

染症と予防行動、救急法、家族計画、心のケア、

食事と栄養など） 

 

2) 地域保健活動の構造と調査の協力体制 

 本調査における IFRCの関係要員及びバ赤との協力体

制を図 1 に示す。日赤の地域保健要員は日赤チームリ

ーダー、バ赤コーディネーターやバ赤スタッフと協力

し、質問項目の作成や 

調査全体の調整を行なった。KoBo の運用については、

IFRC の情報通信要員及び調査管理要員がスマートフォ

ンの調達や KoBoの使用方法に関するトレーニングを行

った。調査者の人的な調整はバ赤コーディネーターが

担当した。 

  

【【44..調調査査のの過過程程とと結結果果】】 

1) 調査者の選出 

 バ赤コーディネーターと協議の上、地域保健活動に

従事しているバ赤スタッフ 10名を調査者として選出し

た。彼らは普段から避難民キャンプで活動しているた

め、避難民の社会的・文化的背景や習慣をよく理解して

いる様子であった。一番の懸念事項であった言語に関

しては、多少の言い回しに違いはあるもののバングラ

デシュ南部の方言と避難民の言語は類似しており、大

きな問題とはならなかった。こういったことから、KoBo

で使用する言語はベンガル語と英語とし、非営利機関

の Translators without Borders にベンガル語への翻

訳を依頼し、さらに信頼性の向上のため逆翻訳を行な

った。 

 

2) 調査トレーニングの実施 

 調査者に対して、調査の概要、KoBo の使用方法、ス

マートフォンの取り扱い等についてトレーニングを実

施。地域保健要員が調査の目的や調査世帯数などの概

要、IFRC の情報通信要員が KoBo の仕組みやデータの入
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力・送信方法について説明した。その後 KoBo を用いて

シミュレーションを行い、スマートフォンの取り扱い

や入力方法に不備がないかを確認した。全調査者は普

段からスマートフォンを使用しており、取り扱いに関

する問題は生じなかった。端末の管理については、電気

の供給状態が不安定なことや紛失の可能性を考慮し、

地域保健要員が全て回収し充電を行い、調査当日に配

布した。 

 

3) パイロット調査 

 質問の意図が回答者に伝わるか、設問構成や選択肢

が適切かを検討するためパイロット調査を行った。調

査者はそれぞれ１～2 世帯に対してインタビューを実

施。質問内容や選択肢など複数箇所に修正が必要とな

ったため、再度翻訳したのち KoBo アプリにアップロー

ドを行なった。地域保健要員は調査者それぞれの担当

地域やサンプル数などの詳細を検討し、個々のスマー

トフォンの裏に明示することで現場での調査が円滑に

進むよう調整を行なった（図２）。 

 

 

4) キャンプでの調査開始 

 調査当日に調査者全員で集合し、端末の配布及び調

査地域などの最終調整を行った。地域保健要員は端末

の管理及び調査者のスーパーバイザーとしてキャンプ

に同行した。KoBo はオフラインでの作業が可能である

ため、充電が十分されていれば現場での使用に不具合

はなかった。調査開始当初、回答者一名あたり 20〜30

分程度時間を要していたものの、調査が進むにつれて

10 分以内に終了しているケースがあった。「質問の進行

に慣れてきた」と調査者から説明があったが、実際には

類似した質問については十分説明せずに調査者が予測

して入力し、次の質問に進む様子があった。そのため回

答者の理解度を十分確認しながら調査を進めるよう全

員に周知した。 

 

5) データ集計と調査計画の修正   

 事務所帰着後 Wi-Fi に接続し、スマートフォンに保

存していたデータを送信。データは KoBo ダッシュボー

ドに収集され、定量データは自動的にグラフ化、記述回

答は一覧化し表示された。記述回答については回答者

の表現や調査者の捉え方で内容に個人差が生じていた

ため、不明瞭な表現についてはその都度調査者に確認

を行った。収集されたデータに不備がないか確認した

ところ、異なる調査者が同じ世帯を重複して調査を実

施していることが判明した。全ての避難民キャンプは

ブロック分けされていたが、ブロックの境界線が明確

でないことが多く、調査者に混乱が生じていたことが

わかった。そのため、調査者同士で協議し、担当ブロッ

クを明確にした上で重複を避けて調査を進めるよう周

知を行った。調査者と所要時間も明らかとなるため、極

めて短時間で調査を終了している場合には個別で状況

を確認し、翌日の調査に同行することとした。キャンプ

は大きさや地形も様々で、それを考慮した上で調査者

の担当を割り当てていたが、もともとの地形に加え援

助団体の介入によって、さらに世帯へのアクセス状況

に差があることが判明した。炎天下での移動にかなり

疲労を感じている調査者もいたため、長時間の移動を

必要とする地域においては、調査者の増員や 1 日あた

りの対象世帯数を減らすなど、調整を行なった。 

 

6) 調査結果の共有と活動への反映 

調査開始から５日間で 384 世帯の調査を終了した。

重複した世帯についてはデータを無効とし、改めて世

帯数を追加することで目標のサンプル数を達成するこ

とができた。調査最終日には集計されたデータを地域

保健活動の関連要員に共有し、今後の介入方法につい
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て検討した。調査結果から判明したことは、石鹸の配給

などにより下痢性疾患に対して比較的予防行動が取れ

ている反面、外傷や熱傷の初期対応として砂糖や卵を

創部に塗っていたり、避妊行動として推奨されるコン

ドームの認知度が極めて低いということであった。地

域保健活動では避難民ボランティアを通してキャンプ

内で健康普及活動を行っている。調査に実際に関わっ

た２名のバ赤スタッフは、調査を通して明らかになっ

た避難民の行動や習慣などを考慮し、普及内容の修正

や活動の展開方法にどう反映させるかについて主体的

に話し合う様子が見られた。 

 

【【55..考考察察】】  

 バングラデシュ南部避難民支援事業における地域保

健活動において、MDC を用いたベースライン調査を行な

った。実際の調査活動を通して明らかとなった MDC の

有用性や課題について考察する。 

1) データの信頼度の向上 

 調査において重要となるのは、データの信頼度をい

かに確保するかということである。紙運用での調査で

問題となるのは、全ての質問を網羅せずに調査を終了

したり不必要な質問に回答することで、無効データと

なってしまうケースである。これは調査者の理解不足

や不注意、疲労から生じるものであると言えるが、KoBo

では予めシステムとして回答順序を設定しておくこと

ができるため、このようなエラーは回避することがで

きる。結果として、重複した世帯を除くすべての回答を、

有効なデータとして使用することができた。紙運用の

場合、まずは現地スタッフにエクセルや統計ファイル

の入力方法のトレーニングを行う。収集したデータの

入力に莫大な時間や労力を要することから少なからず

入力間違いが生じるため、入力したデータのダブルチ

ェックを行なっている。これに対し MDC を用いた調査

では、入手したデータを転記することなく分析用デー

タとして使用できるため、紙運用と比較し時間の短縮

や入力間違いが回避できる 4)5)。また、調査結果が即座

に表示されるため、入力内容が不明瞭であった際にタ

イムリーに調査者に確認することができ、データの信

頼度の向上という点で MDC は効果的であると考える。

本調査では調査者がスマートフォンの操作に慣れてい

たため円滑に進めることができたが、操作に不慣れな

場合は、入力方法や取り扱いについて十分周知してお

くことが必要である。また、MDC ツールを用いてもスマ

ートフォンの入力自体は人が行う。疲労による操作・入

力間違いを予防するために、担当地域や回答者数の調

整や現場のスーパーバイズは重要であると考える。 

 

2) 活動内容への反映  

 調査終了と同時に結果が KoBoダッシュボードに収集

され、グラフ化されたデータを関係者で共有すること

ができた。それにより事業内容の検討をタイムリーに

行い、活動に反映することことに繋がった。また、調査

者のうち 2 名は日赤の地域保健活動に実際に従事して

いるバ赤スタッフであり、自身が関わった調査の結果

がタイムリーに活動に反映されることが実感でき、モ

チベーションの向上にも繋がっていたと考える。 

 ベースライン調査は事業を開始する際のニーズ把握

や状況評価を目的とし、活動計画を作成するためにで

きるだけ速やかに行うこと、また、その後の事業の進捗

を図る際に重要である 6)と言われる。信頼性の高いデー

タを短期間で収集することができる MDC は、発災後の

緊急事態など刻々と変化する状況において、得られた

情報をタイムリーに事業内容に反映することができ、

平穏時と比較して、より有用性が高いと考える。しかし、

あくまで MDC はデータの集計を行うツールであり、そ

の後の詳細分析は事業目標や予算、活動指標に沿って

詳細に検討する必要がある。  

 

3) ロジスティクス 

 MDC では初期投資としてアプリをダウンロードでき

るスマートフォンの準備が必要となる。調査対象者の

規模や調査期間、調査者数などに応じて綿密な調査計

画をたて、事前購入が必要となる。維持管理費が必要で

あるが、紙やインクなどの購入や印刷の手間が省ける

ほか、質問用紙の持ち運びが不要となる。2011 年にケ

ニアで行われた調査では、2 年間の事業を通して調査に
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力・送信方法について説明した。その後 KoBo を用いて

シミュレーションを行い、スマートフォンの取り扱い

や入力方法に不備がないかを確認した。全調査者は普

段からスマートフォンを使用しており、取り扱いに関

する問題は生じなかった。端末の管理については、電気

の供給状態が不安定なことや紛失の可能性を考慮し、

地域保健要員が全て回収し充電を行い、調査当日に配

布した。 

 

3) パイロット調査 

 質問の意図が回答者に伝わるか、設問構成や選択肢

が適切かを検討するためパイロット調査を行った。調

査者はそれぞれ１～2 世帯に対してインタビューを実

施。質問内容や選択肢など複数箇所に修正が必要とな

ったため、再度翻訳したのち KoBo アプリにアップロー

ドを行なった。地域保健要員は調査者それぞれの担当

地域やサンプル数などの詳細を検討し、個々のスマー

トフォンの裏に明示することで現場での調査が円滑に

進むよう調整を行なった（図２）。 
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 調査当日に調査者全員で集合し、端末の配布及び調

査地域などの最終調整を行った。地域保健要員は端末

の管理及び調査者のスーパーバイザーとしてキャンプ

に同行した。KoBo はオフラインでの作業が可能である

ため、充電が十分されていれば現場での使用に不具合

はなかった。調査開始当初、回答者一名あたり 20〜30
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に慣れてきた」と調査者から説明があったが、実際には

類似した質問については十分説明せずに調査者が予測

して入力し、次の質問に進む様子があった。そのため回

答者の理解度を十分確認しながら調査を進めるよう全

員に周知した。 

 

5) データ集計と調査計画の修正   

 事務所帰着後 Wi-Fi に接続し、スマートフォンに保

存していたデータを送信。データは KoBo ダッシュボー

ドに収集され、定量データは自動的にグラフ化、記述回

答は一覧化し表示された。記述回答については回答者
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ため、不明瞭な表現についてはその都度調査者に確認
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ところ、異なる調査者が同じ世帯を重複して調査を実

施していることが判明した。全ての避難民キャンプは

ブロック分けされていたが、ブロックの境界線が明確

でないことが多く、調査者に混乱が生じていたことが

わかった。そのため、調査者同士で協議し、担当ブロッ

クを明確にした上で重複を避けて調査を進めるよう周

知を行った。調査者と所要時間も明らかとなるため、極

めて短時間で調査を終了している場合には個別で状況

を確認し、翌日の調査に同行することとした。キャンプ

は大きさや地形も様々で、それを考慮した上で調査者

の担当を割り当てていたが、もともとの地形に加え援

助団体の介入によって、さらに世帯へのアクセス状況

に差があることが判明した。炎天下での移動にかなり

疲労を感じている調査者もいたため、長時間の移動を

必要とする地域においては、調査者の増員や 1 日あた

りの対象世帯数を減らすなど、調整を行なった。 
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調査開始から５日間で 384 世帯の調査を終了した。

重複した世帯についてはデータを無効とし、改めて世

帯数を追加することで目標のサンプル数を達成するこ

とができた。調査最終日には集計されたデータを地域

保健活動の関連要員に共有し、今後の介入方法につい
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したり不必要な質問に回答することで、無効データと

なってしまうケースである。これは調査者の理解不足

や不注意、疲労から生じるものであると言えるが、KoBo

では予めシステムとして回答順序を設定しておくこと

ができるため、このようなエラーは回避することがで

きる。結果として、重複した世帯を除くすべての回答を、

有効なデータとして使用することができた。紙運用の

場合、まずは現地スタッフにエクセルや統計ファイル

の入力方法のトレーニングを行う。収集したデータの

入力に莫大な時間や労力を要することから少なからず

入力間違いが生じるため、入力したデータのダブルチ

ェックを行なっている。これに対し MDC を用いた調査

では、入手したデータを転記することなく分析用デー

タとして使用できるため、紙運用と比較し時間の短縮

や入力間違いが回避できる 4)5)。また、調査結果が即座

に表示されるため、入力内容が不明瞭であった際にタ

イムリーに調査者に確認することができ、データの信

頼度の向上という点で MDC は効果的であると考える。

本調査では調査者がスマートフォンの操作に慣れてい

たため円滑に進めることができたが、操作に不慣れな

場合は、入力方法や取り扱いについて十分周知してお

くことが必要である。また、MDC ツールを用いてもスマ

ートフォンの入力自体は人が行う。疲労による操作・入

力間違いを予防するために、担当地域や回答者数の調

整や現場のスーパーバイズは重要であると考える。 
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 調査終了と同時に結果が KoBoダッシュボードに収集

され、グラフ化されたデータを関係者で共有すること

ができた。それにより事業内容の検討をタイムリーに

行い、活動に反映することことに繋がった。また、調査

者のうち 2 名は日赤の地域保健活動に実際に従事して

いるバ赤スタッフであり、自身が関わった調査の結果

がタイムリーに活動に反映されることが実感でき、モ

チベーションの向上にも繋がっていたと考える。 

 ベースライン調査は事業を開始する際のニーズ把握

や状況評価を目的とし、活動計画を作成するためにで

きるだけ速やかに行うこと、また、その後の事業の進捗

を図る際に重要である 6)と言われる。信頼性の高いデー

タを短期間で収集することができる MDC は、発災後の

緊急事態など刻々と変化する状況において、得られた

情報をタイムリーに事業内容に反映することができ、

平穏時と比較して、より有用性が高いと考える。しかし、

あくまで MDC はデータの集計を行うツールであり、そ

の後の詳細分析は事業目標や予算、活動指標に沿って

詳細に検討する必要がある。  

 

3) ロジスティクス 

 MDC では初期投資としてアプリをダウンロードでき

るスマートフォンの準備が必要となる。調査対象者の

規模や調査期間、調査者数などに応じて綿密な調査計

画をたて、事前購入が必要となる。維持管理費が必要で

あるが、紙やインクなどの購入や印刷の手間が省ける

ほか、質問用紙の持ち運びが不要となる。2011 年にケ

ニアで行われた調査では、2 年間の事業を通して調査に
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かかった費用を比較すると、紙運用より MDC を用いた

調査の方が経費は安かった 4) との報告があった。しか

し、MDC では端末が故障するとそれまで行なった全ての

調査データを紛失してしまう恐れがあり、データのバ

ックアップ方法の確認や Wi-Fi 環境下での小まめなデ

ータの送信、予備端末の準備や日々の端末の適切な取

り扱いなど、トラブル対応を含めた運用方法を徹底す

る必要があると考える。 

 KoBo は現場での調査自体はオフラインで実施するこ

とが可能であるが、データの集計には Wi-Fi 環境が必

要となる。近年、インターネットの普及が拡大し、MDC

を用いての調査は開発途上国の農村部でも可能となり

つつある 5)が、未だに Wi-Fi 環境の確保が課題となる

地域もあり 7)、アクセス状況の確認が必要である。さら

に、KoBo ダッシュボードに収集されたデータは、アカ

ウントが共有されれば誰でも閲覧が可能となる。本調

査では地域保健要員、情報通信要員のみにアカウント

情報を共有することとし、スタッフにデータを共有す

る際は個人情報が閲覧できないように配慮した。今後

インターネットのアクセスや通信技術が拡大する中、

MDC を用いた調査が主体となることが予測される。この

ような調査では基本属性や生活習慣など個人に関わる

情報を入手することが多いため、個人情報が漏出しな

いよう、データへのアクセス制限などセキュリティの

強化が課題であると考える。 

 

【【66..結結論論】】  

 事業開始に伴うベースライン調査や事業評価など、

莫大なデータを取り扱う調査において、MDC はデー

タの信頼度の向上や活動への反映といった点で有

用性が高い。 

 特に災害など状況が目まぐるしく変化する緊急事

態において、早急にニーズを把握し、適切な支援を

提供するという点で、MDC の活用は効果的である。 

 MDC ではデータへのアクセスが容易となる反面、個

人情報が漏出する危険性もあり、セキュリティの強

化は今後の課題と言える。 
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【【ははじじめめにに】】  

当院は兵庫県南西部に位置し、５市６町で構成される

播磨姫路圏域（二次保健医療圏）に属す、地域医療支援

病院である。一般病床 560 床（内、感染症病床 6 床）の

急性期病院であり、2019年度の平均在院日数は 9.6日で

ある。退院支援スタッフは退院調整看護師３名（地域医

療連携課長含む）、医療社会事業司（以下、MSW）7名（育

休 1 名、時短 2 名含む）で地域医療連携課に所属してい

る。 

厚生労働省は「医療費適正化計画」など、平均在院日数

の短縮化の促進と患者の状態に応じて病床機能の分化・

連携の推進を打ち出している。当院の取り組みとして、

整形外科が 2018 年 9 月から人工股関節置換術（以後、

THA）と人工膝関節置換術（以後、TKA）のクリティカルパ

ス（以下、パス）を 3 週間から 2 週間に見直すこととな

った。これまで自宅退院していた患者も２週間では自宅

退院に不安を感じる患者が増えることが予測され、また

退院調整にかかる期間も短くなることから、早期に退院

を見据えた支援の開始が必要と考えた。そのため、入院

前から転院相談を行う「入院前転院予約システム」(以下、

システム)の検討を開始し、2018 年 11月から運用を行っ

た。その取り組みと実績について報告する。 

【【シシスステテムム立立ちち上上げげままでで】】  
当院は 2016 年 10 月に入退院センター(以下、センタ

ー)が稼働した。手術予定された患者が、入院前から退院

後まで安心・安全な医療・看護が継続して受けることが

できるようにサポートしている。MSW もセンターで術前

患者と面談を行い、入退院支援の充実に取り組んでいた。

しかし、センターで入院前に面談を行っていたとしても、

転院相談を開始するのは手術を終えた後であった。入院

前に口頭で転院相談を行うこともあったが、「診療情報提

供書を送ってもらってからの調整になる」と言われ、医

師の負担を考えると躊躇する状況であった。ところが、

手術後に転院相談を開始すると転院先の空床が出るまで

待機期間が発生することもあり、当院の診療計画に合わ

せた病床コントロールが行えなかったり、患者が希望す

る医療機関に転院ができなかったりするジレンマがあっ

た。パスを短縮することとなり、MSWとしてはセンターで

感じていた問題意識から、整形外科のリハビリテーショ

ン目的の転院調整に関しては、治療が計画された時点で、

転院が必要な患者はある程度想定できると考えられた。

そして、MSW が入院前に、退院を見据えた情報収集や本

人・家族の意向が確認できていることを活用し、センタ

ーで関わっている時から、転院調整を進められないかと

川瀨佐知子・池田載子・菅原直子372


